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野過 政雄
メルボルンのグレン･アイラ市に住む高齢女性に2005年と2006年に聞き取り調査をおこな
い,彼女たちの語りを既に 『研究集録』に発表した｡その語りを理解することの助けとなる
ように,彼女たちが生きた時代 (1925年から2006年ころまで)のオーストラリア社会の社会
変動を解説してゆく｡本稿では,統計データを提示しつつ,①女性の社会進出,②女性の社
会進出の要因,LS)ジェンダー役割に関する意識の変化を説明した｡
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5 調査対象者たちの生きた時代
メルボルンのグレン･アイラ市に住む高齢女性に
2005年と2006年に聞き取り調査をおこない,彼女た
ちの語りを既に 『研究集録』に発表した｡その語り
を理解することの助けとなるように,彼女たちが生
きた時代 (1925年から2006年ころまで)のオースト
ラリア社会の社会変動を解説してゆきたい｡
(1)女性の社会進出
他の先進国と同様に,オーストラリアでは女性の
社会進出が見られる｡表1は,15歳以上の女性の労
働力参加率 (labourforceparticipationrate)が
1911年以降どのように変化したかをまとめたもので
ある｡労働力 (labourforce)とは,就業者と失業
者の合計である｡表1のコラム1は,すべての女性
の労働力参加率がどのように変化したかを示してい
る｡これから,すべての女性の労働力参加率は1961
年から大きく上昇していることを読み取ることがで
きる｡そして,2006年におけるその割合は,58.0%
となった｡コラム2は,既婚女性の労働力参加率が
どのように変化したかを示している｡これによれば,
1947年から既婚女性の労働力参加率が高まってい
る｡1947年にわずか6.5%であったその割合は,
2006年に60.0%となっている｡1991年から,労働力
参加率はすべての女性よりも既婚女性の方が高くな
っている｡労働力参加率の上昇が顕著なのは,女件
の中でも既婚女性なのである｡コラム3は,すべて
の労働力に占める女性労働力の割合がどのように変
表 1 女 性 の労働 力参加 率 (単 位 :%)
労働力参加率 労働力の中での女性の割合
コラム1 コラム2 コラム3 コラム4
年 すへての女性 既婚女性 すべての女性 既婚女性
1911 17.2 5.5
1921 16.2 4.2
1933 18.0 5.0
1947 24,9 6.5
1954 26.3 12.6
1961 28.9 17.3
1966 35.2 26.6
1971 37.1 32.8
1976 43.8 43.8
1981 44.6 42.3
1986 48.5 47.5
1991 52.3 52.6
1996 52.8 54.6
2001 55.3 57.3
2006 58.0 60.0
13.7 1.5
13.6 1.2
14.8 1.6
22,4 34
22.8 7.0
25.1 9.6
29.5 14.1
31.7 18.0
36.3 22.3
39.0 22.9
39.6 22.6
42.1 24.9
43.6 25.2
44.9 26.3
46.1 27.1
(注)1966年の国勢調査で定義を変更したので,それ
以前の労働力参加率は数値がひかえめである｡国勢調
査のデータであるが.コラム2とコラム4の1991年から
2006年までの数値はLabourForceSurveyにもとづく｡
(出典)Daly(1990)､国勢調査,ABSTheLabour
ForceCat.No.6203.0,AustralanLabourMarket
StatisticsCat.No.6105.00
化したかを示している｡1961年に25.1%であったそ
の割合は,2006年に46.1%となった｡このように,
女性労働力は今日ではすべての労働力の半分近くを
占めるまでになっているOコラム4は,すべての労
働力に占める既婚女性の労働力の割合がどのように
変化したかを示している｡この割合は,コラム2に
示した既婚女性の労働力参加率の上昇と連動して高
くなっている｡そして,1947年に3.4%であったそ
の割合は2006年に27.1%となっている｡
女性はパー トタイムで就業することが多い｡表2
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表 2 女 性 就業 者 の フル タイム とパ ー トタイムの割合
人数(単位:千人) %
フルタイム パートタイム 合計 フルタイム パ トータイム 合計
すべての女性
1971 1157.0 578.3 1735.3 66.7
1976 1319.8 660.4 1980.2 66.6
1981 1484.7 826.3 2311.0 642
1986 1680.7 1025.2 2705.9 62.1
1991 1907.6 1317.9 3225.9 59.1
1996 2059.8 1529.6 3589.4 57.4
2001 2206.0 1832.8 4038.8 54.6
2006 2532.5 2087.9 4620.4 54.8
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変化していない｡つまり,既婚女性の就業者の
うちパー トタイムで就業する人の割合が1986年
から増加していないにもかかわらず,すべての
00.0 女性就業者のうちパートタイムで就業する人の
20n･2 割合は2001年まで増加している｡だから,すべ
既婚女性
1971 611.9 433.8 1045.7
1976 747.7 530.8 1278.5
1981 777.4 640.4 1417.8
1986 881.2 770.1 1651.3
1991 1068.1 921.9 1990.0
1996 1175.8 999.2 2175.0
2001 1302.0 1170.5 24725
2006 1506.1 1334.6 2840.7
????? ????
?
???
?
? ?? ????
?
?? ??
(漢)フルタイムとは週に35時間以上就業することで,パートタイムとは週に35時
間未満就業 することである｡
(出典)Daly(1990),ABSTheLabourForceCat.No.6203,0,Austra=an
LabourM arketStatisticsCat.No.6105.00
は,15歳以上の女性就業者のうちフルタイムとパー
トタイムで就業する人の割合が1971年からどのよう
に変化したかを示している｡オーストラリア統計局
の定義では,フルタイムでの就業とは週に35時間以
上働くことであり,パートタイムでの就業とは週に
35時間未満働 くことである｡表2の上段はすべての
女性についての結果であり.下段は既婚女性につい
ての結果である｡すべての女性就業者のうちパート
タイムで就業する人の割合は,1971年から2001年ま
で一貫して増加している｡ところが,既婚女性の就
業者のうちパートタイムで就業する人の割合は必ず
しもそうではない｡その割合は1971年から1986年ま
で増加しているが,1986年から2006年まではあまり
? ?? ?? ?
?
???
ての女性就業者のうちパートタイムで就業する
人の割合が1986年以降も増加していたのは,パ
ートタイムで就業する既婚女性が増えたからで
はないということになる,Jこれは,次のような
理由からだろう｡近年,多くの若い女性が学生
として教育機関に長期にわたり在学するように
なり,そうした女性は非正規雇用のパートタイ
ムの仕事に就くことが多くなった (ABS1998:
112)｡そこで,すべての女性就業者のうちパー
トタイムで就業する人の割合が1986年以降も増
加していたのは,多くの若い女性がパートタイ
ムで就業するようになったためであると考えら
れる｡
図 1は,年齢ごとの女性の労働力参加率をコ
ーホート(同年代に生まれた人々)別に示している｡
図が煩雑となることを避けるために,1942年生まれ
以降のコーホー トについては一部のみを示したrJ筆
者は,メルボルンで聞き取り調査を2005年と2006年
に実施した｡調査対象者は65歳以上80歳未満の女性
であったので,1926年から1941年に生まれている｡
だから,表3における1927-31年生まれ,1932-36年
生まれ,1937-41年生まれのコーホートが調査対象
者にほぼ当たる｡この表から,次の3点を読み取る
ことができる｡
第1に,20歳以上の労働力参加率は出生で早期の
コーホー トよりも後期のコーホートのほうが高い傾
図1 コーホート別の女性の労働力参加率
15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64
年齢
(出典)Daly(1990).国勢調査｡
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ー 1927-31年出生
+ 1932-36年出生
+ 1937-41年出生
琳 1947-51年出生
+ 1957161年出生
+ 1967171年出生
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表3 各産業の就業者の構成割合および各産業の全就業者に
占める女性就業者の割合 (単位 :%)
年 1954年1961年 1971年1981年1991年
各産業の 就業者の構成割合
農業
鉱業
製造業
電気､カス､水道
建設業
運輸･倉庫業
通信業
卸売･小売業
金融･不動産･ビジネスサービス業
公務､国防
コミュニティ･サービス業
レクリエーション･対個人サービス業
合計
13.3 10.9 7.4
1.7 13 15
27.8 27.0 23.2
2.0 2.2 1.7
8.8 8.8 7.9
6.9 64 5.2
2.2 22 2.0
15.6 16.3 189
2.5 3.3 6.9
4.2 2.0 5.4
8.0 9.7 10.8
6.1 5.9 5.1
6.5 4.9
1.5 1.3
19.2 14.2
2.2 1.4
6.9 6.4
5.7 4.9
2.2 1.8
18.8 20.3
9,1 12.0
6.1 6.1
16.2 19.2
5.7 7.5
100.0 100.0 100.0100.0 100.0
農業
鉱業
製造業
電気､ガス､水道
建設業
運輸･倉庫業
通信業
卸売･小売業
金融･不動産･ビジネスサービス業
公務､国防
コミュニティ･サービス業
レグ)エーション･対個人サービス業
すべての産業
各産業におけ る女性就業者の割合
6.5 8.5 17.6 28.4 30.0
1.7 2.7 7.3 8.9 11.4
22.1 22.2 25.7 25.5 28.0
5.6 6,0 8.2 9.0 12.9
1.2 1.9 5.0 11.0 13.8
5.8 6.8 12.3 15.3 21.8
20.8 19.7 24.3 25,4 29.2
32.9 34.2 39.2 42.1 45.2
34.7 38.9 43.5 46.1 49,4
19.0 20.0 24.3 27.9 36.5
53.7 556 60.4 62.9 66.3
55.9 54.7 591 54.9 55.5
22.8 25.1 31.6 36.4 42.5
(出典)Daly(1990)､国勢調査｡
向があることである｡ただし,出生が早期のコーホ
ート (1927-31年生まれ,1932-36年生まれ,1937-41
年生まれのコーホート)では,女性の年齢が低いと
き,労働力参加率はほんど同じである｡
第2に,すべてのコーホートにおいて,労働力参
加率は子育て期である25-29歳から30-34歳で低くな
っていることである1)｡ただし,子育て期における
労働力参加率の低下はコーホートによって違いが見
られる｡出生が早期のコーホートでは子育て期にお
ける労働力参加率の低下は顕著であるが,出生が後
期のコーホートほど労働力参加率は子育て期にあま
り低下していない｡つまり,出生が後期のコーホー
トでは,子育て期でも就業する女性の割合が高い｡
数値をあげると,1967-71年生まれのコーホートで
は,30134歳の労働力参加率は67.6%である｡
第3に,15-19歳における労働力参加率は,出生
が早期のコーホートのほうが後期のコーホートより
も高いことである｡そして,出生が早期のコーホー
トでは,15-19歳における労働力参加率が20-24歳に
おけるそれよりも高い｡このことは,1927-31年生
まれ,1932-36年生まれ,1937-41年生まれ,1947-51
年生まれのコーホートでいえる｡15-19歳における
労働力参加率が高かったのは,これらのコーホート
では多くの女性が15歳か16歳で学校を出て,働いて
いたからである2)｡その後,女性は教育機関により
長期にわたって在学するようになっていった｡だか
ら,出生で後期のコーホートのほうが早期
のコーホー トよりも15-19歳の労働力参加
率は低い｡そして,出生が後期である
1957-61年生まれと1967-71年生まれのコー
ホー トでは.15-19歳の労働力参加率は20-
24歳のそれよりも低い｡
女性の社会進出が進むとともに,男女間
の賃金も平準化していった01969年以前.
女性の賃金は同じ仕事をする男性の75%に
抑えられていた｡男女間にこうした賃金格
差があることは,女性には扶養家族がいな
いという考えによって正当化されていた｡
労使関係を管理する連邦強制調停仲裁委員
会 (theCommonwealthConciliationand
ArbitrationCommission)は ｢同一労働同
一賃金の原則｣(theprincipleofequalpay
forworkofequalvalue)を1969年に採用
し,3年間で段階的にそれを導入した｡そ
の結果,女性の賃金は約20%増加 した
(Daly1990:31)｡しかし,この決定はすべ
ての女性就業者に適用されたというわけで
はなかった｡その決定が適用されたのは男
性と同じような仕事に従事する女性に限られてい
た｡そして,女性が主に就く仕事に従事する女性に
は適用されなかった｡当時,多くの女性は女性が主
に就いて,男性はあまり就かないような仕事 (秘書,
看護師,幼稚園や小学校の教員,店員など)に従事
していたので,その決定が適用されたのは就業する
女性の18%にすぎなかった (Probert1997:313-4)｡
そこで,同委員会は｢同一価値労働同一賃金の原則｣
(theprincipleofequalpayforequalwork)%1972
年に採用し,仕事の重要性や価値に注目して男女間
の賃金の平準化を更に図った｡この決定は,1975年
までに完全な形で発効することとなった｡その結果,
男女間の賃金は次のように平準化していった｡フル
タイムで働く非管理職の成人が通常勤務時間の勤務
に対して受け取る週給 (超過勤務手当を除く)で見
ると,1972年10月に女性の給料の平均は男性のそれ
の70.3%であったが,1976年10月には86.5%となっ
た (ABS1978)｡さらに,女性は1996年5月に男性
の給料の89.1%を得るまでになった (ABS1996)3)｡
(2)女性の社会進出の要因
オーストラリアでは女性の労働力参加率が1960年
頃から上昇したO グリー (Daly1990)によれば,
第2次世界大戦後に女性の労働力参加率が高くなっ
たのは次の2つの理由からであるという｡
第1に,第3次産業 (サービス産業)が第2次世
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界大戦後に発展したことである｡表3の上段は各産
業の就業者の構成割合が1954年から1991年までどの
ように変化したかを示している｡これによると,第
3次産業 (｢卸売 ･小売業｣,｢金融 ･不動産 ･ビジ
ネスサービス業｣,｢公務,国防｣,｢コミュニティ･
サービス業｣,｢レクリエーション･対個人サービス
業｣)が大きく発展していることが分かる｡1954年
に36.4%であった第 3次産業の就業者の割合は,
1991年に65.1%となった｡とくに,｢金融 ･不動
産 ･ビジネスサービス業｣,｢公務,国防｣,｢コミュ
ニティ･サービス業｣に就業する人の割合が増大し
ている｡表3の下段は,各産業におけるすべての就
業者の中に占める女性就業者の割合が1954年から
1991年までどのように変化したかを示している｡ま
ず,第 3次産業の仕事は肉体労働を伴わないから,
もともと女性就業者の割合が高いことが分かる｡例
えば,1954年においてコミュニティ･サービスの就
業者のうち53.7%が女性である｡次に,すべての産
業で女性就業者の割合が増大していることを読み取
れる｡とくに,第3次産業のうちの ｢卸売り･小売
り｣,｢金融｣,｢政府｣,｢コミュニティ･サービス｣
といった産業では,女性就業者の割合がこの37年間
の間で10%以上も増加した｡女性就業者の割合の増
加は,1961年以降に顕著である｡だから,多くの女
性を雇用する第3次産業が発展し,女性就業者への
需要が高まった結果,女性就業者が増加したといえ
る (Probert1997:319-20)｡
第2に,制度上の改革や法律の制定がなされたこ
とである｡1962年に作成されたある報告書によれば,
女性は20ポンド (約9キロ)以上の物を持ち上げて
はならないといったような多くの規制があったの
で,危険な仕事に就けなかった｡そのために,女性
は製造業の多くの仕事から閉め出されていた｡また,
女性の労働時間,とりわけ深夜の労働時間に制限が
あった (0'DonenelandHal1988:5-8)｡さらに,
結婚した女性への雇用における差別 (themarriage
bar)もあった｡女性は,結婚するときに終身雇用
である職を辞任しなければならなかった｡当時,役
所だけでなく銀行業においても結婚した女性にそう
した差別があった (Probert1997:306)｡こうした
制度のために,女性は特定の職業に就くことがむず
かしかったり,結婚後も就業し続けることができな
かったりした｡
女性の就業を阻むそうした障害のほとんどは,今
日では取り除かれている｡例えば,連邦政府に勤務
する結婚した女性公務員への差別は,1966年に撤廃
された｡さらに,保育法 (childCareAct,1972年)
や男女雇用平等法 (sexDiscriminationAct,1984
午)のような,女性の就業を促す法律が可決された｡
前者は政府が保育施設に財政的な支援をする法律で
あり,後者は性別,結婚,妊娠によ.る差別を禁止す
る法律である｡こうした制度上の改革や法律の制定
のおかげで,女性が社会進出を遂げるようになって
いったo
(3)ジェンダー役割に関する意識の変化
女性の社会進出が進んだこと平行して,ジェンダ
ー役割に関する人々の意識にも変化が見られた｡
1950年代においては,夫婦の性別役割分業が当然の
ことと考えられていた｡つまり,夫は一家の稼ぎ手
として就業し,妻は専業主婦として家庭にいて家事
と育児を担当するものだと考えられていた4)01960
年代には,就業する妻への夫の反応はさまざまであ
ったが,どっちつかずであったり,就業する妻に憤
っていたりした｡1980年代になると,男女平等とい
う価値観が広く受け入れられるようになった｡例え
ば,1983年に実施されたオーストラリア価値観調査
では,87%が ｢男性と女性は家事を平等に負担すべ
きだ｣ということに賛成していた｡また,1986年の
マーケット調査では,｢女性にとって仕事は重要で
ない｣ということに賛成したのは,男性の32%,女
性の27%にすぎなかった｡このように,ジェンダー
役割に関する人々の意識は変化していった (Gilding
1997)5)｡
ジェンダー役割に関する人々の意識は1960年頃か
ら変化していったOとすると,調査対象者に当たる
3つのコーホー トでは女性が次のような年齢のとき
にこの意識の変化が始まったことになる｡1927-31
年生まれのコーホー トでは30-34歳のとき,1932-36
年生まれのコーホートでは25-29歳のとき,1937-41
年生まれのコーホー トでは20-24歳のときである｡
図1に見るように,この3つのコーホー トでは,女
性の年齢が低いときの労働力参加率はほとんど同じ
である｡1932-36年生まれのコーホー トが1927-31年
生まれのコーホートよりも労働力参加率で高くなる
のは,前者が30-34歳のときからである｡そして,
1937-41年生まれのコーホートが1932-36年生まれの
コーホー トよりも労働力参加率で高くなるのは,前
者が25-29歳のときからである｡1932-36年生まれと
1937-41年生まれのコーホー トいずれも,意識の変
化が起こり始めた直後に労働力参加率が高くなって
いる｡コーホー ト別に分けると,ジェンダー役割に
関する人々の意識と労働力参加率との間にそうした
関連があることが分かる｡
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(注)
(1)平均の結婚年齢は,1920年生まれの女性で22.8
読,1930年生まれの女性で21.9歳,1940年生まれの
女性で21.4歳,1950年生まれの女性で21.4歳,1960
年生まれの女性で23.2歳である (Young1989)｡
(2)女性が学校を出る平均年齢は,1920年生まれで
14.9歳,1930年生まれで15.2歳,1940年生まれで
15.6歳,1950年生まれで16.0歳,1960年生まれで
16.9歳であった (Young1989)o
(3)女性の賃金が上昇したことによって,女性の労
働力参加率が高くなったと考えられるかもしれない
が,グリー (Daly1990:30-2)はそうではないとい
う｡男性に対する女性の相対的賃金が上昇したのは,
連邦強制調停仲裁委員会が1969年に ｢同一労働同 一
賃金の原則｣を採用して以降である｡そして,女性
の労働力参加率が高くなったのは,1960年以降であ
る｡彼女は女性の賃金の上昇と女性の就業率とのこ
うした関連を検討し,1960年代以降に女性の労働人
[コ加入率が高まったことを女性の賃金の上昇に帰す
ことはできないと主張している｡
(4)ギルデイング (Gilding1997:188)は The
AustralianWomen'sWeeklyという女性週刊誌に掲
載された記事の内容を分析し,そのことを論じたO
ところで,1959年3月に ｢私の妻は働いているが,
私はそれがいやだ｣という手記がその女性週刊誌に
掲載された｡ギルデイングによれば,その手記はジ
ェンダー役割が変化し,ジェンダー役割に関して夫
婦の間で緊張が生じていたことを反映しているとい
う｡
(5)ギルデイング (Gilding1997:188)によれば,
ジェンダー役割に関する人々の意識は変化したけれ
ど,妻が家庭内の家事や育児の多くを実際には負担
している｡つまり,意識と行動の間にずれがあると
いつ｡
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